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当会は認定 NPO 法人取得から 4 年目を迎えることができました。皆さまからの多大なるご支援に心よ

り感謝申し上げます。以下、事業方針に則り、2017 年度の成果と課題をご報告します。 
 

 

理念および中長期ビジョンの再構築を通じて、組織基盤強化・財務健全化を目指す 

社会環境の変化に応じて、県域の中間支援組織に求められる役割・機能を果たせる組織構造に転換していく。それにあたって、理念
や中長期のビジョンの見直しを図りつつ、事業の再構築（リストラクチャリング）や財務健全化など、当会にとっての規模の最適化を
目指す。 

 

〔達成状況：○〕 

成 
 
果 

理事・職員の合宿を通じて、ミッション・ビジョンの見直しに着手した。併せて、新潟 NPO 協
会が提供するコアバリュー（価値）や職員が仕事をする上で大切にする行動指針（クレド）の検
討も行った。2018 年度の通常総会で議案として提出する。 

 

課 
 
題 

休眠預金や社会的インパクト評価など社会の環境変化も捉えた上で、ミッション・ビジョン・バ
リューに沿った、3 年程度先を見据えた中期の重点取組方針や達成目標を協議していく。 

 

 

NPOセクターの志金循環のあり方を議論し、新たな仕組みの方向性をともに作る 

遺贈寄付やふるさと納税、休眠預金活用など、社会課題解決を担う主体に資金を届ける仕組みづくりが急速に進んでいる。今後、
課題解決を志向する県内の団体が、これらの仕組みを活用していけるようにするため、どのように県内で仕組みづくりをしていくと
よいか、その議論の場として「新潟県資金循環のあり方検討委員会」を開く。 
また、新潟日報社のクラウドファンディングサイト「にいがた、いっぽ」と連携し、資金不足で計画を実現できない団体を支援す

ることや、（一社）J-CAPTAと協働して CAP活動を支える基金設立を行い、当会としての新たな資金支援に着手していく。 

 
〔達成状況：△〕 

成 
 
果 

検討委員会は開催できなかったが、ソーシャルファイナンスセミナーとして連続開催し、「遺贈
寄付」や「コミュニティ財団」をはじめとした、地域内での資金循環の仕組みづくりについてス
テークホルダーを交えた勉強の機会を提供できた。また、（一社）J-CAPTA と連携した「子ども
の安心・自信・自由を守る基金」を設立することができた。 

 

事業方針 2 
 

事業方針 1 
 

 2017（平成 29）年度 成果と課題 



課 
 
題 

新潟県内においてどのような資金循環の仕組みをつくるとよいのか。コミュニティ財団という形
をとるのか、機能として各中間支援組織と連携して取り組んでいくのか、幅広いステークホルダ
ーと議論していくとともに、社会実装していく必要がある。 

 

 

団体の悩みに寄り添う支援をするため、中間支援組織としての専門性を高める 

2015 年度からの継続方針。蓄積してきた支援ノウハウをコンテンツ化していき、日々の運営や事務作業に悩む団体
に向けた研修の機会、情報発信等の支援に努める。また、仲介するだけのコーディネートに留まらず、事業開発や協
働事業化など、NPO 等の成果創出に結びつく支援まで手掛けるようにする。 

 
〔達成状況：△〕 

成 
 
果 

小冊子「〇〇がない」の内容を基にした研修プログラム作りや、寄付つき商品開発のための「に
いがた寄付マルシェプロジェクト」などの取り組みを行うことができたが、事務局体制の立て直
しもあり、十分に進んではない。 

 

課 
 
題 

スタッフの研修の機会を確保し、NPO 等からの要望がある事務支援（特に会計）やファンドレ
イジングなどについて着実に支援できるノウハウを蓄積していく。 

 

 
社会課題解決を志向する団体のニーズに応えるため、「にいがたソーシャルビジネス支援ネット
ワーク」による連携を拡充する 

社会課題解決を事業化する NPO 等を対象とした支援プログラムを開発していくにあたって、「にいがたソーシャルビジネス支援ネッ
トワーク」の拡充とともに、構成団体による協働事業（ex.研修の機会提供、プロボノによる専門人材派遣）の実現を目指す。また、ネ
ットワークの構成団体には、前述の「資金循環のあり方検討委員会」にも参画してもらい、仕組づくりのためのロードマップ作りに着
手する。 

 
〔達成状況：〇〕 

成 
 
果 

NPO の組織基盤強化のために「ニイガタ NPO カレッジ」を新潟県県民生活課及び新潟県労働
金庫と協働事業によって実施することができた。労働金庫主催分は、団体の経営力を向上させる
ため、マーケティング等の知識を学ぶとともに、ネットワーク構成団体がアドバイザーとなって、
伴走支援を行った。また、新潟日報社の「にいがた、いっぽ」との連携が始まった。 

 

事業方針 4 
 

事業方針 3 
 



課 
 
題 

参加団体同士での協働・連携が生まれるなど、一定の成果は出ているが、受益者負担で賄うのは
現状では難しく、継続実施するための資金調達に課題が残る。また、参加団体が少なく、ニーズ
を掴み切れていないか、プログラム構成が参加のハードルを上げているのか、継続するにあたっ
て検証が必要である。また、ネットワークの構成団体が持つ資源を十分に活かせていない。 

 

 

小規模多機能自治に関する実践研究を進め、地縁組織支援のノウハウを蓄積する 

地域の「見える化」による現場支援を進め、地縁組織が行事型から事業（課題解決）型にシフトするための支援ノウハウを蓄積する。
また、新潟県や県内中間支援組織と協力して、県内市町村の小規模多機能自治を支える仕組みの理想と現状のギャップを把握し、より
よい仕組みづくりのための提案を行う。 

 
〔達成状況：△〕 

成 
果 

新潟県の地域づくりに関する意見交換会及び地域づくり研究会に参画し、地域課題解決型の地縁
組織支援の事業化に携わることができている。また、個別の団体の伴走支援を通して、「地域の
見える化手法」について県内で実践したことが、県外で紹介してもらいたいとの声が広がってい
る。 

 

課 
 
題 

個別団体単位ではなく、自治体の総合的な小規模多機能自治に関する施策化の支援にまで着手し
ないと、面としての展開まで広げられず、成果を最大化できない。今後は、個別支援とともに、
行政施策立案の支援にも協力していく。 

 

事業方針 5 
 



★新潟県地域づくり・支援センター事業
事業名 種別 パートナー 事業計画 成果 評価 担　当

（1）調査研究事業

NPO関連資料のファイ
リングとデーターベー
ス化

自主

― 新潟日報・読売新聞・毎日新聞・朝日新
聞・日本経済新聞などから、NPOに関連
する記事を抜き出しストック。サポート
スタッフの協力を得て、当会に寄せられ
るチラシやパンフレットを分野別にファ
イリングし、事業実施の参考や相談対応
などに活用。

定期的なサポートスタッフの協力及び、
事務所の整理整頓と並行してファイリン
グ形式を見直すなど、ユーザビリティの
向上を図った。
新潟県消費生活センターと共同購入して
いた日刊紙の提供を中止したため、記事
ストックは4月末までで終了となった。

○ 全職員

小規模多機能自治に関
する調査研究

自主

― 「小規模多機能自治推進ネットワーク」
を活用し、「本気でやる人のための小規
模多機能自治ゼミ（まぢゼミ）実行委員
会」への職員の参画等により、小規模多
機能自治への理解を深め、その普及啓発
を進める。

まぢゼミへの参画を通して、地域の現状
の見える化の手法の開発を行い、新潟県
地域政策課の話し合い促進事業等で活か
した。その他、燕市での活動自慢大会の
実施など、各種提案・コーディネートを
行った。

○ 石本

（2）情報支援事業

NPO図書館

自主

― NPOに関する書籍・資料の閲覧・貸し出
しサービスを実施。
■実施期間：通年

NPOに関する書籍・資料の閲覧・貸し出
しサービスを実施。書籍の整理並びに
NPO等に関する書籍を収集し、充実を
図った。

○ 全職員

★「にいがたNPO情報
ネット」の管理運営

受託
新潟県
県民生
活課

既存コンテンツを活用しサイトの活性化
を図る。意見交換会などを利用しサイト
の登録者増加を狙う。コンテンツを活用
し運営基盤の強化や団体の価値向上のた
めのノウハウを発信する。
■にいがたNPO情報ネット：
　http://www.nponiigata.jp

登録団体へ登録内容変更についてのチラ
シを配布したり、イベントや助成金情報
についても、情報登録を積極的に行っ
た。

■累計アクセス数：1,420,291件
■登録数：団体615、個人786
■メルマガ配信数：442

△ 全職員

★「さんかくむすび」
の管理運営

受託
新潟県
県民生
活課

動画機能を活用し団体やイベントのPR
し、市民と団体のつながりづくりを促進
する。チラシ配布を実施する際、さんか
くむすび登録の前提条件となる
「CANPAN」の登録について、入力例の
フォームを作成し登録を促す。外部web
サイトの情報を活用し、サイトの活性化
につなげる。
■さんかくむすび：
　https://www.sankakumusubi.jp/

サイトの利用促進について、Facebookや
Twitterにおいて実施した。また、コンテ
ンツの利用案内を定期的に行った。

■累計アクセス数：1,382,323件
■登録数：団体48、個人128
■イベント・ボランティア掲載数：277件

△ 全職員

NPO・市民活動お役立
ちブログ『こんな時、
どうする？』の運営

自主 ー

にいがたNPO情報ネットのメルマガでの
連載記事をベースに、NPO等の団体の運
営上の困りごとに対するコツを発信して
いく。
■「こんな時、どうする？」：
https://npooyakudati.blogspot.jp/
■目標更新：12本
■目標アクセス数：1000件/年

相談で対応したケースや法改正など適切
に情報提供すべき内容などについて発信
した。
■実績更新：12本
■実績アクセス数：1,692件/年
※ページビュー数

◎ 全職員

（3）コーディネーション事業

NPO人材バンク事業 自主 ―

サポートスタッフ制度を見直し、事業全
体の枠組みを再構築し、人材活用に向け
た検討を行う。

昨年11月以降、受け入れ実績なし

△ 石本

2017（平成29）年度　事業報告別表



事業名 種別 パートナー 事業計画 成果 評価 担　当

NPO応援ローン 協働
新潟県
労働金
庫

新潟県労働金庫の融資制度「NPO応援
ローン」について、円滑な事業運営を進
めるため「公益性審査委員会」の運営を
担う。
■問い合わせ件数：15件
■公益性審査件数：10件

2017年7月から2018年6月末までの実績

【問合せ件数】10件
【公益性審査件数】6件
【融資総額】3,050万円

○
齋藤代表

石本
原

トキっ子くらぶ代理店
事業

協働

グローカ
ルマーケ
ティング
㈱

佐渡事務所再開のめどが立たないため実
施しない。

佐渡事務所再開のめどが立たないため実
施しなかった。 － 石本

にいがた北前船こども
調査団

受託

海と日本
プロジェ
クトin新
潟

北前船の寄港地の1つである新潟湊の歴史
や文化等を楽しく学んで、地元や日本の
海をもっと好きになることを目的とした
イベントを開催する。

イベント内のワークショップの企画・運
営全般をサポートした。

○ 石本

平成29年度地域の話し
合い促進事業（妙高
市）

受託

新潟県
地域政
策課、
（特
活）み
ずほっ
と

妙高市瑞穂地区の地域ビジョン策定のた
め、現状の見える化（全住民アンケー
ト、行事・会議・組織の棚卸し）および
話し合いに関する支援を複数回実施す
る。

全住民アンケートの実施をサポートし、
その後の結果報告会計5回を進行した。そ
の結果、道の駅の事業計画に住民ニーズ
を反映させたほか、若者と高齢者の情報
ギャップ解消に向けた取り組み、直売所
の運営など動き始めた。

○ 石本

平成29年度地域の話し
合い促進事業（魚沼
市）

受託

新潟県地
域政策
課、（特
活）地域
おこし他

守門地域の活性化を行うため、今後取り
組むことの絞り込み、また今後のスケ
ジュール・実施体制について決定する話
し合いの場を持つ。

NPO法人地域おこしの多田氏のアシスタ
ントとして、スタッフを派遣。話し合い
の場における住民の意見交換のサポート
を行った。結果、 ○ 石本

明治HDお菓子寄贈事業 協働
（特活）
日本NPO
センター

東日本大震災の被災地の方々および被災
地から離れて避難をされている方々、ま
た全国の障がいのある児童の支援団体、
児童福祉施設などに対し、認定特定非営
利活動法人日本NPOセンターから全国の
中間支援組織を通じてお菓子の寄贈を実
施する。

下記の通りお菓子寄贈の寄贈について推
薦を行った。
【寄贈実施時期】2017年12月
【寄贈団体】計2団体（下越地区2団体） ○ 石本

平成29年度新潟県地域
づくりセミナー

受託 新潟県地
域政策課

小規模多機能自治の先進地・島根県雲南
市では全住民アンケートがどのように活
かされているか、また県内自治体で取り
組まれている事例も紹介し、今後、地域
運営組織等を推進していくためのヒント
を探る機会とする。

「全住民アンケート」をテーマとして県
内外の実践事例などを紹介し、地域での
活用方法を学習する機会を設けた。
【参加者数】105名以上
【満足度】平均85点

○ 石本

（4）人の支援事業

講師派遣事業 自主 ―

NPOに関する講演、ワークショップ、会
議出席等の依頼に対し、人員を派遣す
る。

■講師派遣件数：22件（前年度42件）
■委員・役員等：27件（前年度34件）
※詳細は「【資料1】（4）人の支援事業
／「講師派遣」別表」を参照。

○ 全理事
全職員

新潟県内NPO表彰事業
「がっとぎっとぐっと
賞」

自主 ―

市民がもつ「未来を拓く力」に光を当
て、さらに大きく育てるため、新潟をよ
り幸せな社会へと変えていく可能性を
もった活動やアイディアを募り、過去の
実績ではなく、未来志向の観点から優れ
た取り組みを実施している団体を表彰す
るもの。今年度はより効果的な表彰制度
にするための見直し・検討を行う。

見直し・検討も含めて実施せず。

－ 全職員



事業名 種別 パートナー 事業計画 成果 評価 担　当

インターンシップ事業 自主

新潟大
学、新潟
青陵大学
ほか

学生や企業、各自治体から申し込みの
あったインターンの受け入れ。受け入れ
人数や期間については、申込者の希望を
優先する。

4大学10名の学生、新潟市2名の職員の計
12名受け入れた。
【参加校】新潟大学、新潟青陵大学、新
潟青陵短期大学、法政大学

◎ 石本

FAAVO新潟パートナー
事業

自主
㈱サーチ
フィール
ド

相談対応のメニューとして提示する。ク
ラウドファンディング普及啓発のための
イベント開催を1回程度計画する。

クラウドファンディングに関する問い合
わせや案件サポートを実施した。なお、
運営会社の事業譲渡等の環境変化によ
り、同パートナー事業は今年度限りとし
た。
■掲載数：0件

× 石本

にいがた、いっぽパー
トナー事業

自主 ㈱新潟日
報社

相談対応のメニューとして提示する。ク
ラウドファンディング普及啓発のための
イベント開催を１回程度計画する。
【目標】6案件

クラウドファンディングに関する問い合
わせや案件サポートを実施した。
■掲載数：1件（うち達成1件） △ 石本

NPO事務支援事業 自主 ―

NPO法人に限らず、ボランティアグルー
プ、コミュニティ組織、自治会、社団法
人や財団法人、研究会や協議会、単発事
業等の事務支援を実施する。

新潟地域福祉実践研究会及び新潟レス
キューバイク隊の事務局支援を行った。
また、ニイガタNPOカレッジでの事務力
検定の実施のほか、NPO事務支援カン
ファレンスに参加し、全国の中間支援団
体との連携・交流を図った。

○ 石本
渡邉

うおぬまコミュニ
ティ・マネジメント塾
運営業務委託

受託

魚沼市
企画政策
課、（特
活）CR
ファクト
リー

コミュニティの活動がより活発に、また
会が抱える運営上の課題を解決するため
の支援を行うとともに、これからコミュ
ニティの立ち上げを希望する人も対象
に、新たな担い手の育成も行うことを狙
いとした連続研修会を開催する。

団体の運営上の課題を解消するため、
「うおぬまコミュニティ・マネジメント
塾」及び伴走支援型の「うおぬまコミュ
ニティマネジメントラボ」をNPO法人CR
ファクトリーの協力を得て開講した。
【参加数】延べ147名（うち塾79名、ラ
ボ68名）
【開講プログラム】
　第1回：うまくいく組織のポイント
　第2回：目標と計画を明確にする
　第3回：効果的な会議をする
　第4回：一人ひとりの能力を活かす
　第5回：他の組織と連携・協力する

◎ 石本

うおぬま若者会議アド
バイザー派遣

受託
うおぬま
若者会議

市内の若い人たちから市の将来について
自由な発想で意見やアイディアを出して
もらおう」と開かれた事業から生まれた
「うおぬま若者会議」の取り組みについ
て助言する。

ミッション・ビジョン策定や取り組み方
針、ロゴ制作などに関する話し合いの場
をファシリテートした。その結果、若者
の交流イベントや市内行事でカフェ出店
など具体的アクションに繋がった。

○ 石本

H29NPOマネージメン
トサポート事業（ニイ
ガタNPOカレッジ：事
務力UPコース

受託
新潟県
県民生
活課

NPOが自立、継続して事業活動を行うこ
とができるよう、運営上の課題（会計、
資金調達、担い手確保、発展的な事業展
開）についてのセミナーや相談会等を行
い、県内NPOの運営力、経営力の向上及
び基盤強化を図る。

事務・会計力を向上させるための1日集中
講座を実施した。NPO運営基礎を事務局
長の石本が、会計を税理士・海津氏に依
頼した。
【参加者】39名
【参加者満足度】100％（大変満足＋やや
満足）※セミナー全体

○ 石本

H29NPOマネージメン
トサポート事業（ニイ
ガタNPOカレッジ：経
営力UPコース）

受託 新潟県労
働金庫

NPOが自立、継続して事業活動を行うこ
とができるよう、事業発展上の課題
（ミッション・ビジョン、マーケティン
グ、ファンドレイジング）についての連
続セミナーを行い、伴走支援を行うこ
と、県内NPOの経営力の向上及び基盤強
化を図る。

経営力を向上させるための連続セミナー
とともに、伴走支援を行った。事業設計
を事務局長の石本が、マーケティング戦
略をグローカルマーケティング㈱の今井
氏に依頼した。
【参加団体】6団体（15名）
【開講プログラム】
　第1回：事業の設計
　第2回：マーケティング戦略
　第3回：成果報告会

○ 石本
渡邉



事業名 種別 パートナー 事業計画 成果 評価 担　当

平成29年度地域づくり
コーディネーター育成
事業

受託
新潟県
地域政
策課

地域課題解決に向けて、地域住民が主体
となった地域づくり活動を促進する役割
である地域づくりコーディネーターを
OJT研修により育成する。

十日町市地域おこし協力隊の竹内氏を研
修生として、話し合い促進事業の妙高市
瑞穂地区を実習先として住民アンケート
及びその結果報告会に従事してもらっ
た。

○ 石本

★平成29年度新潟県地
域づくり見本市

受託
新潟県
地域政
策課

磨き合いによる県内地域づくり活動の促
進などを狙いとして、住民がワガゴトと
して、コーディネーターの力も借りなが
ら地域が動き出した事例の報告や、また
これから地域づくり活動を進めるにあ
たっての目標・悩みごとの共有を題材
に、参加者同士が対話を通じて磨き合
い、学び合う場を開催した。

行政・地域づくり団体・コーディネー
ター等が一堂に会して、磨き合い、学び
合う場を開くことができた。また、OST
形式で各々が実現したいことを出し合
い、助言し合って交流する時間を設け
た。
【参加者数】66名
【満足度】88.1点

◎ 石本

★佐渡コミュニティ・
マネジメント塾

受託
佐渡地
域振興

コミュニティの活動がより活発に、また
会が抱える運営上の課題を解決するため
の支援を行うとともに、これからコミュ
ニティの立ち上げを希望する人も対象
に、新たな担い手の育成も行うことを狙
いとした連続研修会を開催する。

団体の運営上の課題を解消するため、
「う佐渡コミュニティ・マネジメント
塾」をNPO法人CRファクトリーの協力を
得て開講した。
【開講プログラム】
　第1回：うまくいく組織のポイント
　第2回：目標と計画を明確にする
　第3回：効果的な会議をする
　第4回：一人ひとりの能力を活かす
【参加数】延べ114名

◎ 石本

NPO新人・若手スター
トアップセミナー

自主

NPO法
人みら
いず
works

他団体の職員と交流する機会が少ない。
相談相手がいない、情報交換がしづら
い。など、NPOに勤める新人・若手職員
固有の課題を解消するため、NPOに関す
る基礎的知識の講義やグループワーク等
を行うことで、今後活動していく上で必
要な土台を身につけるとともに、職員同
士が知り合い、視野を広げ、学び合う研
修を開催する。

NPO・市民活動の歴史を学んだり、自分
自身の棚卸しや目標設定をするための対
話の場をプログラムに盛り込んで行っ
た。顔見知りが増えて心強いなど、参加
者からの満足度は高かった。
【参加者数】9名
【アンケート結果】

○
石本
小林
原

（5）場の提供事業

NPOなセレクトショッ
プ ほわぎ

自主 自主

NPOへの資金的支援および商品を通じた
啓発を目的に、NPOが企画・開発した商
品の販売やNPO関連書籍等の販売を行
う。（販売場所は事務所内、インター
ネット、主催および共催イベントなど）
FBページを新設予定。
■ほわぎ：http://www.howagi.net/
■携帯サイト：http://www.howagi.net/ｍ/

サイト運営のほかに、事務所窓口やイベ
ント等で商品の販売を実施した。その
他、当会のFacebookを利用し、毎月おす
すめ商品の周知を行った。
■年間売上：￥121,147（昨年比41%）
(2017年7月～2018年6月末)

× 渡邉
石本

（6）協働促進事業

平成29年度新潟市防災
教育「学校・地域連携
事業」

受託

新潟市教育委
員会、（公
財）中越防災
安全推進機
構、（特活）
ふるさと未来
創造堂

（公社）中越防災安全推進機構、（特
活）ふるさと未来創造堂との連合事業体
「新潟市防災教育コンソーシアム」によ
り、2015年度より5か年間計画で、新潟
市内全域の小中学校における防災教育を
実施する。

（公社)中越防災安全推進機構からノウハ
ウ移転を行いながら、事業を実施した。
学校ごとの授業の見学や中学校区ごとの
打ち合わせの記録作成、事例集の作成を
行った。本年度で当会担当は終了。

△ 小林さ
石本

市民協働による
自殺対策ネットワーキ
ング事業

自主 ―

県内NPOのうち、心によりそう「人の支
援」を行う団体を冊子で紹介するととも
に、行政や企業、NPO、市民など、多様
なセクターと共に勉強会等を実施。

小冊子「死ぬな！」第6版を25,000部発行
し、県内学校機関等にも送付した。
勉強会は実施せず、「死ぬな！」掲載団
体の交流会を開き、ネットワーク形成を
図った。

◎

齋藤代表
富澤理事
高橋理事
堀田理事

石本



事業名 種別 パートナー 事業計画 成果 評価 担　当

平成29年度　コミュニ
ティ・コーディネー
ター育成講座「あきは
未来塾」

受託
新津地
区公民
館

「地域コミュニティの持続可能な活性化
に資する」をテーマとして、コミュニ
ティビジネスを学び、受講生の事業プラ
ンなどを考える連続講座を開講する。

5回連続講座を開き、コミュニティ協議会
の方々を中心に参加があった。
■開講プログラム
　第1回：コミュニティビジネスって何だ
ろう？
　第2回：コミュニティビジネスの成功事
例に学ぶ
　第3回目：興味のあることを言葉にして
みよう～想いを整理する～
　第4回目：どうやってはじめるの？～法
人形態・資金調達を理解する～
　第5回目：どうやって事業化していく
の？

○ 小林さ

平成29年度　コミュニ
ティ・コーディネー
ター育成講座「とよさ
か未来塾」

受託
豊栄地
区公民
館

「地域を元気にするコミュニティビジネ
ス入門～地域貢献活動の持続可能な事業
化を考える３～」をテーマとして、コ
ミュニティビジネスを学び、受講生の事
業プランなどを考える連続講座を開講す
る。

4回連続講座を開き、コミュニティ協議会
の方々を中心に参加があった。
■開講プログラム
　第1回：つまずきのポイントを共有する
　第2回：実践者からヒントを得る
　第3回：情報の発信・集客・連携のコツ
を探る
　第4回：一歩踏み出すために～お悩み解
消Q&A

○ 小林さ

塾のコンビニ（親子遊
び・親子英語・情報発
信塾）事業

受託
阿賀野
市社会
福祉課

あがの子育て支援センターにこにこを拠
点に、子どもとの遊び方やふれあい方を
学んだり、親子で遊びを通して、英語に
親しんでもらったり、市民の手で子育て
情報を発信するための研修など、多彩な
カリキュラムを用意した塾を開講する。

親子あそび塾、親子えいご塾、情報発信
塾を開講し、にこにこの来館者累計2万名
超に貢献した。情報発信塾では、にこに
こ利用者からの意見をもらい、「孫育て
手帳」を制作し、新聞・雑誌・テレビと
複数のメディアに取り上げられた。
【実績】
子育て遊び塾）延べ1,670名
親子英語塾）延べ1,270名
情報発信塾）孫育て手帳：1,200部

◎ 石本
渡邉

にいがたソーシャルビ
ジネス支援ネットワー
ク

自主

日本政策
金融公
庫、新潟
県ほか

新潟県や㈱日本政策金融公庫等との協働
により、ソーシャルビジネス事業者を支
援するためのワンストップサービスを提
供する。月1回の事前申込制のソーシャル
ビジネス定例相談会を実施するほか、構
成団体と連携してセミナーの開催や広報
協力を行う。

ニイガタNPOカレッジでは日本政策金融
公庫及び新潟県労働金庫からアドバイ
ザーに入ってもらい、協働事業として実
施できた。
定例相談会は予約が入らなかった。

△ 石本

H29西蒲区地域活動見
本市・コミュニティ交
流会

受託
新潟市西
蒲区役所

西蒲区内の地域コミュニティ協議会が市
内で活動する市民団体や大学との地域連
携など地域づくり活動を担う他団体とお
互いに活動内容を発表する場を提供する
ことにより、活動への多様な人材の発掘
や、新たな発想と視点によるコミ協活動
のさらなる進化を支援することを目的と
した交流会を開催する。

地域づくり活動の自慢大会形式で実施し
て発表に対する質問、助言・感想をもら
い、参加者同士が学び合う、磨き合う機
会とした。
【参加者数】約100名

○ 石本
渡邉

巻地区コミュニティ
コーディネーター養成
講座

受託

新潟市西
蒲区役所
／巻地区
公民館

海・山に恵まれた西蒲区。そんな私たち
の生活する西蒲区の魅力を振り返り、楽
しみ方、使い方をゆったり、ほっこり
ワークショップ形式で探る。

西蒲区の魅力を高める共感性の高いプロ
ジェクトを考え、実現に向けたチーム作
りができていることを狙いとして、3回の
講座を設計した。講座修了後、1つのグ
ループが間瀬地域で活動をスタートさせ
た。
【参加者数】10名

◎ 石本
渡邉



事業名 種別 パートナー 事業計画 成果 評価 担　当

子供の貧困対策マッチ
ング・フォーラム

受託

内閣
府、電
通パブ
リック
リレー
ション
ズ

「子供の貧困って何？」「自分たちにで
きることは？」という方が支援に向けた
一歩を踏み出していただくことを目指し
て開催した。

当日は大雪で欠席者が多くなったが、申
込は160名以上と、非常に関心が高いこと
がわかった。フォーラム後にワールドカ
フェ形式の交流の場を設け、参加者同士
の協働・連携のきっかけづくりを意図し
た。
【参加者数】約120名

○ 石本
渡邉

（7）政策提言

政策提言 自主 ―

当会のミッションである「非営利活動の
基盤強化」ならびに「市民が主体となっ
た、より幸せを感じられる社会の実現」
に向け、必要な政策提言を適宜実施す
る。

県地域づくり研究会等、各種行政の委員
会等で中間支援組織の立場から提言を
行った。 ○ 全理事

全職員

パブリックコメント
ワークショップ事業

自主 ―

新潟県または各市町村が実施するパブ
リックコメントのうち、特に当会のミッ
ションに合致するテーマをピックアップ
し、適切に市民の声が地方自治体の施策
に反映されるための対話の場を設ける。

該当する案件がなかったため、実施なし

－ 吉崎理事
石本

（8）交流事業

NPOしゃべり場「つな
ぎカフェ」

自主 ―

団体の困りごとやりたいことを語り合
う、また多様な人が集まり語り合うこと
で、善い社会を築くための何かが生まれ
ることを楽しみにすることを狙いとした
しゃべり場を県内各地で開催する。

新潟市内で試行的に1回開催を行った。次
年度以降より本格的な実施に繋げる。
【参加者数】6名 ○

新保理事
富澤理事
吉﨑理事
小林り

（9）相談・サロン事業

★相談事業 受託
新潟県
県民生
活課

NPOの設立・運営、各種依頼（情報提
供・照会・取材など）に引き続き対応す
る。

相談者のニーズに対し、法人比較表等を
活用したり、専門職員による的確で丁寧
な対応を行った。多様化する相談に対応
できるよう、文献や資料を精査し収集し
た。
※相談件数は25Pを参照。

○ 全職員

（10）その他の事業

（一財）新潟ろうきん
福祉財団出向

―

（一財）
新潟ろう
きん福祉
財団

相互の連携及び新潟県の民間非営利活動
の基盤強化を目的として、一般財団法人
新潟ろうきん福祉財団に職員を出向させ
る。

（一財）新潟ろうきん福祉財団に職員を
出向させることで、より円滑な連携が可
能となり、NPOセクターへの財政支援を
効果的に行うことにつながっている。

－ 富澤

子どもの安心・自信・
自由を守る基金

自主

（一社）J-CAPTAとの協働で、CAP活動
を支援するための基金を設置する。
■寄付目標額：100万円

関係機関との調整が長引き、寄付受入期
間が短くなった。
■寄付実績：89.4万円

△
高橋理事

石本
渡邉

新潟県内における資金
循環のあり方検討

自主

にいがた
ソーシャ
ルビジネ
スネット
ワーク他

新潟県内において非営利組織のための資
金支援を中心とした支援の仕組みづくり
について検討する。実施にあたっては、
県民たすけあい基金の助成を受ける。

連続4回のソーシャルファイナンスセミ
ナーを開催して、「遺贈寄付」「コミュ
ニティ財団」などの資金循環の仕組みに
ついて学んだ。
【参加者数】延べ63名

△ 齋藤代表
石本



特定非営利活動法人　新潟ＮＰＯ協会

前　期 決算額 増△減
(決算額ー前期)

Ⅰ　経常収益

1． 受取会費

　正会員受取会費 590,000 416,000 △ 174,000

　賛助会員受取会費 468,000 351,000 △ 117,000

小計 1,058,000 767,000 △ 291,000

2． 受取寄付金 894,539 1,626,238 731,699

3． 受取助成金等

　受取助成金 2,113,100 1,105,000 △ 1,008,100

　受取補助金 1,357,000 1,600,000 243,000

小計 3,470,100 2,705,000 △ 765,100

4． 事業収益

　(1)調査研究事業 0 50,000 50,000

　(2)情報支援事業 8,035,004 2,857,813 △ 5,177,191

　(3)コーディネーション事業 2,560,840 953,680 △ 1,607,160

　(4)人の支援事業 5,896,129 5,759,099 △ 137,030

　(5)場の提供事業 113,580 158,733 45,153

　(6)協働促進事業 8,321,672 6,794,451 △ 1,527,221

　(7)政策提言事業 0 0 0

　(8)交流・イベント事業 177,800 6,000 △ 171,800

　(9)相談・サロン事業 2,175,420 1,630,013 △ 545,407

　(10)その他事業 3,832,432 3,205,456 △ 626,976

小計 31,112,877 21,415,245 △ 9,697,632

5． その他収益

　受取利息 123 76 △ 47

　雑収益 88,702 5,230 △ 83,472

小計 88,825 5,306 △ 83,519
経常収益計 36,624,341 26,518,789 △ 10,105,552

Ⅱ　経常費用

1． 事業費

（1）人件費 給料手当 14,172,720 9,118,718 △ 5,054,002

退職給付費用 365,000 225,000 △ 140,000

法定福利費 2,028,280 1,372,847 △ 655,433

福利厚生費 0 0 0

人件費計 16,566,000 10,716,565 △ 5,849,435

（2）その他経費 仕入 32,215 97,998 65,783

支払報酬 2,564,867 2,762,135 197,268

広告宣伝費 58,800 0 △ 58,800

広報関連費 86,940 0 △ 86,940

業務委託費 4,107,400 64,800 △ 4,042,600

水道光熱費 239,836 244,787 4,951

通信費 771,260 510,156 △ 261,104

旅費交通費 1,672,640 1,109,622 △ 563,018

支払手数料 52,273 93,454 41,181

研修費 77,000 7,500 △ 69,500

消耗品費 815,857 134,282 △ 681,575

印刷費 2,542,916 2,725,659 182,743

支払保険料 198,711 155,812 △ 42,899

租税公課 13,300 37,535 24,235

寄付金 430,000 0 △ 430,000

家賃 321,279 261,004 △ 60,275

雑費 526,231 620,309 94,078

雑損失 732,235 0 △ 732,235

その他経費計 15,243,760 8,825,053 △ 6,418,707

事業費計 31,809,760 19,541,618 △ 12,268,142

2． 管理費

（1）人件費 給料手当 2,005,500 1,811,510 △ 193,990

退職給付費用 75,000 15,000 △ 60,000

法定福利費 486,439 271,402 △ 215,037

福利厚生費 44,616 20,960 △ 23,656

役員報酬 20,000 20,000 0

人件費計 2,631,555 2,138,872 △ 492,683

（2）その他経費 支払報酬 40,000 80,000 40,000

広告宣伝費 10,940 89,240 78,300

広報関連費 57,405 10,326 △ 47,079

水道光熱費 12,622 12,885 263

通信費 48,400 59,279 10,879

旅費交通費 661,866 359,924 △ 301,942

支払手数料 7,780 14,436 6,656

研修費 120,400 162,580 42,180

消耗品費 12,379 80,357 67,978

印刷費 281,510 102,214 △ 179,296

減価償却費 0 379,728 379,728

支払保険料 67,312 56,125 △ 11,187

租税公課 67,700 45,165 △ 22,535

慶弔費 15,000 10,000 △ 5,000

諸会費 159,000 149,200 △ 9,800

家賃 192,879 123,449 △ 69,430

消費税 943,100 674,400 △ 268,700

雑費 649,359 504,158 △ 145,201

その他経費計 3,347,652 2,913,466 △ 434,186

管理費計 5,979,207 5,052,338 △ 926,869
経常費用計 37,788,967 24,593,956 △ 13,195,011

当期経常増減額 △ 1,164,626 1,924,833 3,089,459

Ⅲ　経常外収益

1． 過年度損益修正益 0 0 0

経常外収益計 0 0 0

Ⅳ　経常外費用

1． 固定資産除・売却損 0 0 0

経常外費用計 0 0 0

税引前当期正味財産増減額 △ 1,164,626 1,924,833 3,089,459

法人税、住民税及び事業税 70,000 70,000 0

当期正味財産増減額 △ 1,234,626 1,854,833 3,089,459

前期繰越正味財産額 11,335,347 10,100,721 △ 1,234,626

次期繰越正味財産額 10,100,721 11,955,554 1,854,833

2017（平成29）年度　　活 動 計 算 書（前期比）

自 2017年7月1日　　至 2018年6月30日

科　　目　・　摘　　要



特定非営利活動法人　新潟ＮＰＯ協会

予算額 決算額 増△減
(予算額ー決算額）

Ⅰ　経常収益

1． 受取会費

　正会員受取会費 600,000 416,000 184,000

　賛助会員受取会費 600,000 351,000 249,000

小計 1,200,000 767,000 433,000

2． 受取寄付金 2,200,000 1,626,238 573,762

3． 受取助成金等

　受取助成金 1,100,000 1,105,000 △ 5,000

　受取補助金 1,600,000 1,600,000 0

小計 2,700,000 2,705,000 △ 5,000

4． 事業収益

　(1)調査研究事業 0 50,000 △ 50,000

　(2)情報支援事業 2,860,000 2,857,813 2,187

　(3)コーディネーション事業 1,470,000 953,680 516,320

　(4)人の支援事業 5,060,000 5,759,099 △ 699,099

　(5)場の提供事業 240,000 158,733 81,267

　(6)協働促進事業 6,057,000 6,794,451 △ 737,451

　(7)政策提言事業 0 0 0

　(8)交流・イベント事業 0 6,000 △ 6,000

　(9)相談・サロン事業 2,100,000 1,630,013 469,987

　(10)その他事業 3,340,000 3,205,456 134,544

小計 21,127,000 21,415,245 △ 288,245

5． その他収益

　受取利息 0 76 △ 76

　雑収益 48,000 5,230 42,770

小計 48,000 5,306 42,694

経常収益計 27,275,000 26,518,789 756,211

Ⅱ　経常費用

1． 事業費

（1）人件費 給料手当 10,200,000 9,118,718 1,081,282

退職給付費用 180,000 225,000 △ 45,000

法定福利費 1,440,000 1,372,847 67,153

福利厚生費 0 0 0

人件費計 11,820,000 10,716,565 1,103,435

（2）その他経費 仕入 50,000 97,998 △ 47,998

支払報酬 1,580,000 2,762,135 △ 1,182,135

広告宣伝費 55,000 0 55,000

広報関連費 30,000 0 △ 30,000

業務委託費 2,300,000 64,800 2,235,200

水道光熱費 240,000 244,787 △ 4,787

通信費 640,000 510,156 129,844

旅費交通費 1,440,000 1,109,622 330,378

支払手数料 78,000 93,454 △ 15,454

研修費 60,000 7,500 △ 52,500

消耗品費 360,000 134,282 225,718

印刷費 1,650,000 2,725,659 △ 1,075,659

支払保険料 140,000 155,812 △ 15,812

租税公課 25,000 37,535 12,535

寄付金 0 0 0

家賃 350,000 261,004 88,996

雑費 550,000 620,309

その他経費計 9,548,000 8,825,053 722,947

事業費計 21,368,000 19,541,618 1,826,382

2． 管理費

（1）人件費 給料手当 2,003,000 1,811,510 191,490

退職給付費用 75,000 15,000 60,000

法定福利費 478,000 271,402 206,598

福利厚生費 45,000 20,960 24,040

役員報酬 20,000 20,000 0

人件費計 2,621,000 2,138,872 482,128

（2）その他経費 支払報酬 40,000 80,000 △ 40,000

広告宣伝費 17,000 89,240 △ 72,240

広報関連費 10,000 10,326 △ 326

水道光熱費 12,500 12,885 △ 385

通信費 50,000 59,279 △ 9,279

旅費交通費 420,000 359,924 60,076

支払手数料 10,000 14,436 △ 4,436

研修費 60,000 162,580 △ 102,580

消耗品費 15,000 80,357 △ 65,357

印刷費 260,000 102,214 157,786

減価償却費 0 379,728 △ 379,728

支払保険料 48,000 56,125 △ 8,125

租税公課 33,000 45,165 △ 12,165

慶弔費 25,000 10,000 15,000

諸会費 127,500 149,200 △ 21,700

寄付金 800,000 0 800,000

家賃 195,000 123,449 71,551

消費税 700,000 674,400 25,600

雑費 300,000 504,158 △ 204,158

予備費 60,000 0 60,000

その他経費計 3,183,000 2,913,466 269,534

管理費計 5,804,000 5,052,338 751,662

経常費用計 27,172,000 24,593,956 2,578,044

当期経常増減額 103,000 1,924,833 △ 1,821,833

Ⅲ　経常外収益

1． 過年度損益修正益 0 0 0

経常外収益計 0 0 0

Ⅳ　経常外費用

1． 固定資産除・売却損 0 0 0

経常外費用計 0 0 0

税引前当期正味財産増減額 103,000 1,924,833 △ 1,821,833

法人税、住民税及び事業税 70,000 70,000 0

当期正味財産増減額 33,000 1,854,833 △ 1,821,833

前期繰越正味財産額 10,100,721 10,100,721 0

次期繰越正味財産額 10,133,721 11,955,554 △ 1,821,833

2017（平成29）年度　　活 動 計 算 書（予算比）

自 2017年7月1日　　至 2018年6月30日

科　　目　・　摘　　要



 

科　目　・　摘　要 当　期 前　期
増　減

（当期ー前期）

Ⅰ．資産の部

　１．流動資産の部

　　　現金預金 13,419,224 8,263,408 5,155,816

　　　商品 73,216 86,082 △ 12,866

      前払費用 253,386 360,471 △ 107,085

      立替金 0 60,604 △ 60,604

　　　未収入金 24,540 3,611,460 △ 3,586,920

流動資産の部合計 13,770,366 12,382,025 1,388,341

　２．固定資産の部

　　有形固定資産

　　　什器備品 0 0 0

　　投資その他の固定資産

　　　敷金 0 0 0

固定資産の部合計 0 0 0

資産の部合計 13,770,366 12,382,025 1,388,341

Ⅱ．負債の部

　１．流動負債の部

　　  未払金 1,510,159 1,460,389 49,770

　　　前受金 0 20,000 △ 20,000

　　　預り金 92,753 240,215 △ 147,462

　　　未払消費税等 141,900 490,700 △ 348,800

　　　未払法人税等 70,000 70,000 0

流動負債の部合計 1,814,812 2,281,304 △ 466,492

　２．固定負債の部

　　　短期借入金 0 0 0

固定負債の部合計 0 0 0

負債の部合計 1,814,812 2,281,304 △ 466,492

Ⅲ．正味財産の部

　　基本財産 0 0 0

　　前期繰越正味財産 10,100,721 11,335,347 △ 1,234,626

　　当期正味財産増減額 1,854,833 △ 1,234,626 3,089,459

正味財産の部合計 11,955,554 10,100,721 1,854,833

負債・正味財産の部合計 13,770,366 12,382,025 1,388,341

2017（平成29）年度　特定非営利活動に係る事業会計　貸借対照表

2018年6月30日現在

特定非営利活動法人　新潟ＮＰＯ協会



　 財務諸表の作成は、ＮＰＯ法人会計基準（2010年7月20日  2011年11月20日一部改正　ＮＰＯ法人会計基準
協議会）によっています。

(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は、原価基準により、評価方法は最終仕入原価法によっています。

(2) 固定資産の減価償却方法
有形固定資産・・・定率法

(3) 引当金の計上基準
該当する引当金はありません。

(4) 消費税等の会計処理

２．事業別損益の状況

(別紙)

３．使途等が制約された寄付金の内訳
（単位：円）

前期繰越額 当期受入額 当期減少額 次期繰越額

子どもの安心・自信・自由を守る基金 0 892,950 731 892,219
自殺対策事業 826,577 2,201,838 1,827,351 1,201,064

826,577 3,094,788 1,828,082 2,093,283

４．固定資産の増減内訳
（単位：円）

科    目 期首取得価額 当期取得 当期減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

 有形固定資産
　什器備品
　　ﾊﾟｿｺﾝ(i Mac) 0 154,224 0 154,224 154,224 0
　　ﾊﾟｿｺﾝ(Mac Book) 0 225,504 0 225,504 225,504 0

合　計 0 0 0 0 0 0

※少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例により一括減価償却しました。
　　青色申告法人である中小企業者等が30万円未満である減価償却資産を取得した場合に、
　　その取得価額相当額をその事業年度の損金額に算入することができる制度
　　（適用期限：平成32年3月31日取得分まで）

５．借入金の増減内訳
 該当する取引はありません。

６．役員及びその近親者との取引の内容
 該当する取引はありません。

財務諸表の注記

１．重要な会計方針

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

内　　容

合　計



（別紙）

２．事業別損益の状況

(単位：円）

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7） （8） （9） （10）
調査研究 情報支援 ｺｰﾃﾞｨﾈｰｼｮﾝ 人の支援 場の提供 協働促進 政策提言 交流･ｲﾍﾞﾝﾄ 相談･ｻﾛﾝ その他 事業部門 計 管理部門 合　計

Ⅰ　経常収益

1． 受取会費 0 0 240,000 111,000 0 0 0 0 0 0 351,000 416,000 767,000

2． 受取寄付金 0 0 0 127,288 0 588,000 0 0 0 892,950 1,608,238 18,000 1,626,238

3． 受取助成金等 0 0 0 0 0 1,600,000 0 0 0 500,000 2,100,000 605,000 2,705,000

4． 事業収益（自主） 0 0 227,880 1,108,600 158,733 13,838 0 6,000 0 3,205,456 4,720,507 0 4,720,507

5． 事業収益（受託） 50,000 2,857,813 725,800 4,650,499 0 6,780,613 0 0 1,630,013 0 16,694,738 0 16,694,738

6． その他収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5,306 5,306

経常収益計 50,000 2,857,813 1,193,680 5,997,387 158,733 8,982,451 0 6,000 1,630,013 4,598,406 25,474,483 1,044,306 26,518,789

Ⅱ　経常費用

(1)人件費

　　給料手当 0 2,191,719 0 759,300 0 1,730,987 0 0 1,242,759 3,193,953 9,118,718 1,811,510 10,930,228

　　退職給付費用 0 15,000 0 0 0 105,000 0 0 0 105,000 225,000 15,000 240,000

　　法定福利費 0 331,536 12,091 89,615 0 334,065 0 0 169,514 436,026 1,372,847 271,402 1,644,249

　　福利厚生費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 20,960 20,960

　　　役員報酬 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 20,000 20,000

人件費計 0 2,538,255 12,091 848,915 0 2,170,052 0 0 1,412,273 3,734,979 10,716,565 2,138,872 12,855,437

(2)その他経費

　　仕入 0 46,132 0 0 12,866 0 0 0 0 39,000 97,998 0 97,998

　　支払報酬 0 0 93,000 1,432,424 0 916,711 0 0 0 320,000 2,762,135 80,000 2,842,135

　　広告宣伝費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 89,240 89,240

　　広報関連費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10,326 10,326

　　業務委託費 0 0 0 0 0 64,800 0 0 0 0 64,800 0 64,800

　　水道光熱費 0 77,301 25,768 51,534 0 69,571 0 0 20,613 0 244,787 12,885 257,672

　　通信費 0 288,467 16,609 44,812 5,859 91,557 0 0 10,941 51,911 510,156 59,279 569,435

　　旅費交通費 38,620 57,403 229,591 561,874 1,155 104,924 0 595 0 115,460 1,109,622 359,924 1,469,546

　　支払手数料 0 240 2,052 5,676 69,750 11,254 0 0 0 4,482 93,454 14,436 107,890

　　研修費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 162,580 162,580

　　消耗品費 0 45,506 16,500 30,117 0 24,866 0 0 1,499 15,794 134,282 80,357 214,639

　　印刷費 0 31,368 11,799 125,774 0 2,471,435 0 0 8,090 77,193 2,725,659 102,214 2,827,873

　　減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 379,728 379,728

　　支払保険料 0 30,693 10,231 20,462 0 86,241 0 0 8,185 0 155,812 56,125 211,937

　　租税公課 0 10,590 3,530 11,060 0 9,531 0 0 2,824 0 37,535 45,165 82,700

　　慶弔費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10,000 10,000

　　諸会費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 149,200 149,200

　　寄付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　家賃 0 103,909 6,621 29,133 0 17,886 0 0 103,455 0 261,004 123,449 384,453

　　消費税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 674,400 674,400

　　雑費 7,500 152,498 22,900 144,932 0 161,944 0 3,000 18,320 116,715 627,809 504,158 1,131,967

その他経費計 46,120 844,107 438,601 2,457,798 89,630 4,030,720 0 3,595 173,927 740,555 8,825,053 2,913,466 11,738,519

経常費用計 46,120 3,382,362 450,692 3,306,713 89,630 6,200,772 0 3,595 1,586,200 4,475,534 19,541,618 5,052,338 24,593,956

当期経常増減額 3,880 △ 524,549 742,988 2,690,674 69,103 2,781,679 0 2,405 43,813 122,872 5,932,865 △ 4,008,032 1,924,833

科　　目



当　期 前　期 増　減
（当期ー前期）

Ⅰ．資産の部

１．流動資産の部

現金預金 現金 現金 168,510 68,153 100,357

普通預金 第四銀行/白山支店 3,055,577 7,425,461 △ 4,369,884

普通預金 新潟労働金庫/本店 9,233,045 220,578 9,012,467

普通預金 新潟労働金庫/新潟南支店 41,000 0 41,000

通常貯蓄 ゆうちょ銀行 853,950 0 853,950

郵便振替 67,142 549,216 △ 482,074

商品 「NPO基礎講座」他書籍 73,216 86,082 △ 12,866

前払費用 未経過家賃(ﾕﾆｿﾞﾝ) H30.7.1-H31.3.31 182,826 182,826 0

未経過駐車料(ﾕﾆｿﾞﾝ) H30.7.1-H31.3.31 63,540 79,425 △ 15,885

未経過家賃,駐車料(交流施設) H30.7月分 7,020 7,020 0

その他 0 91,200 △ 91,200

立替金 支援センター、他 旬塾、NPO図書返金分、他 0 60,604 △ 60,604

未収入金 新潟県NPO地域づくり支援センター 封筒印刷代(㈱ﾌﾟﾘﾝﾄﾊﾟｯｸ利用分) 22,900 0 22,900

6月分預り保険料 0 139,377 △ 139,377

情報支援事業 0 923,631 △ 923,631

人の支援事業 0 923,623 △ 923,623

その他事業 0 712,432 △ 712,432

相談・サロン事業 0 525,217 △ 525,217

協働促進事業 0 308,118 △ 308,118

その他 ほわぎ分 1,640 79,062 △ 77,422

13,770,366 12,382,025 1,388,341

２．固定資産の部

有形固定資産 0 0 0

無形固定資産 0 0 0

投資その他の固定資産 0 0 0

0 0 0

13,770,366 12,382,025 1,388,341

Ⅱ．負債の部
１．流動負債の部

未払金 6月分給与 995,023 894,381 100,642

日本年金機構 6月分社会保険料 375,412 281,009 94,403

スタッフ 6月分自家用車使用料 39,475 82,365 △ 42,890

第四DCｶｰﾄﾞ　 ETC 7,470 4,190 3,280

第四DCｶｰﾄﾞ　 Eｽﾄｱｰほわぎ 5,114 5,598 △ 484

第四DCｶｰﾄﾞ　 塾のｺﾝﾋﾞﾆ 0 5,900 △ 5,900

第四DCｶｰﾄﾞ　 交通費 0 5,110 △ 5,110

第四DCｶｰﾄﾞ　 ﾄﾞﾒｲﾝ取得料 11,340 0 11,340

ﾘｺｰｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ ｺﾋﾟｰﾁｬｰｼﾞ代 7,387 7,254 133

佐川急便 発送代 0 756 △ 756

NTTﾄﾞｺﾓ 電話代 1,334 1,334 0

新潟県社会福祉協議会 6月分電気･ｶﾞｽ料 16,541 15,023 1,518

㈱日青堂 印刷代、他 1,620 5,378 △ 3,758

その他 49,443 152,091 △ 102,648

前受金 年会費 新規、及び継続会員 0 20,000 △ 20,000

預り金 源泉所得税納付分 51,707 165,004 △ 113,297

住民税、他 41,046 0 41,046

その他 0 75,211 △ 75,211

未払消費税等 消費税等 141,900 490,700 △ 348,800

未払法人税等 法人住民税 70,000 70,000 0

1,814,812 2,281,304 △ 466,492

２．固定負債の部

短期借入金 0 0 0

0 0 0

1,814,812 2,281,304 △ 466,492

Ⅲ．正味財産の部
11,955,554 10,100,721 1,854,833

　　    　2017（平成29）年度  　  　財　産　目　録
　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　2018年6月30日現在

特定非営利活動法人　新潟ＮＰＯ協会

科 　目　・　摘　 要

流動資産の部合計

固定資産の部合計

資産の部合計

流動負債の部合計

固定負債の部合計

負債の部合計

正　味　財　産
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